
令和７年度当初予算概要 
 
 

一般会計の予算総額は、前年度比７．１％増の２１６億７，３２４万５

千円を計上しました。 
 

令和７年度当初予算は骨格予算でありながらも、ふるさと納税推進事業、

消防施設維持補修事業や介護給付・訓練等給付費などの増加により、昨年

度よりも予算総額が増えております。一部の新規事業などは、年度当初か

ら必要な事業を除き、６月補正予算にて計上予定です。 
 

一般会計の主な歳入は、市税が前年度当初比２．６％増の３２億８，９

０３万７千円、地方交付税は２．４％増の５１億７，３４３万５千円、国

庫支出金は児童手当負担金などの増により８．３％増の３６億２６０万７

千円、県支出金は畜産競争力強化整備事業費などの減により７．８％減の

１８億９，６２０万８千円、寄附金はふるさと納税寄附金の増を見込み５

０．０％増の３０億８０万１千円、繰入金は９．２％増の２２億３，９３

６万２千円、市債は１１．５％減の７億９，９２０万円を計上しています。 

 

次に、歳出の義務的経費について前年度当初予算と比較すると、人件費

は、給与改定などにより、４．４％増の３２億９，２３７万４千円、扶助

費は介護給付・訓練等給付費の増などにより、１０．３％増の４８億１，

９７０万７千円、公債費は、償還元金の減などにより、１．４％減の９億

７２７万８千円となり、義務的経費全体では６．８％増の９０億１，９３

５万９千円となります。 

また、投資的経費については、公民館移転事業費の減などにより、全体

では２１．７％減の２３億３，５５０万６千円となります。 

 

 以上の結果、自主財源比率は４２．２％、依存財源比率は５７．８％と

なります。 

なお、基金の令和７年度末現在高は、１１１億８，５７３万９千円、地

方債の令和７年度末現在高については、１１５億６，４０１万円を見込ん

でいます。 


